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している民間機関が多数あることが明らかになった。その数は 1998 年 9 月
には 170 程度であったが，2000 年 3 月には 300 近くに，2005 年 3 月には約










































　今回のサイト・新聞記事などの検索は次のような方法で主に 2011 年 3 月









 1） 日本経済新聞デジタルメディア社「日経テレコン 21」（全国紙・専門紙約 80 紙
の記事を収録）を利用した。







関の業務が影響を受けた可能性もある。なお，日本電機工業会は，2011 年 3 月
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　表 3 － 1 によれば，定期作成統計の収録が確認できたサイトの総数は
2011 年 3 月には 520 に達しているが，後述のように若干のサイトにおける






















　2007 年 4 月以降に定期作成統計の収録が新規に確認できたサイトの例を


















































大きくないと考えられる。なお，2011 年 3 月現在少なくとも 88 社のさまざま
な業種の企業が月次の売上高データをサイト上で公表している。エコノミック
データ（2011）
 4） サイトに収録されている月次データの始期については第 4節で取り上げる。
 5） 公正取引委員会へ届け出ている全国を活動範囲とする業界団体の数をみると，
個別業界団体に相当する「事業者団体」の2009年3月現在の総数には山田（2007）






























































































　約 190 機関の月次統計の作成主体を属性別にみると，その約 3分の 2（約






































































産業省「生産動態統計」（速報）の結果公表日は 2月 28 日であった。










団体が作成している売上高を対象とする統計についても 2011 年 1 月分対象
表 4－ 3　2011 年 1月対象の生産・出荷統計の公表時期 1）























　表 4－ 4 には 2011 年と 1994 年，2000 年，2005 年のそれぞれ 1月対象分
の業界団体が作成した統計について結果を引用した新聞記事 9）によって把
握できた統計とその作成機関を示した。ここでは作成時の条件を揃えるた
めにデータの収集と作成の期間に相当する 2月・3月が 2011 年と同じ曜日
配列となっている年次を比較対象に選んだ（ただし，2000 年は「うるう年」
のため 3月の曜日が他の年次より 1日遅くなっている）。原則として，2011
年分との公表日の比較は 1994 年分との間で行い，1994 年 1 月分が作成・公
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表 4－ 4　1月対象分公表時期の変動（1994 年／ 2000 年／ 2005 年／ 2011 年）
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表されていないかあるいは公表日が把握できない 8 件の統計については，
2000 年 1 月分と比較した。なお，表 4－ 3 と同様，記事中に公表日につい
ての記述がない場合は，記事掲載日の前日を公表日とみなした。
　33 件のうち半数弱の統計（16 件，うち 2件は 2000 年との比較）は公表日
が繰り上げられており，ほぼ同日（前日と翌日を含む）に公表されている場
合（10 件，うち 4件は 2000 年との比較）が次ぎ，繰り下げられた場合（7件，
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 9） 日本経済新聞デジタルメディア社「日経テレコン 21」の収録記事による。


















































 1） 電子情報技術産業協会は「電子部品グローバル出荷統計」を 2004 年 4 月以降，
日本溶接容器工業会は「生産本数状況表」（海外生産分を含む）を 2006 年 1 月
以降，カメラ映像機器工業会は「生産出荷実績表」（海外向けを地域別に細分）
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